
◆20年度総合政策推進予算一覧 （単位：百万円）

継 続 新 規 計

 食　　育 28 21 3 24  ○夢未来やまがた食育推進事業費　14〔農政企画課〕 　　子供達の農林水産体験学習の仕組みづくりを進める市町村を支援（新規）

 男女共同参画社会の形成・実現 23 16 3 19

 ○企業等における男女共同参画推進事業費　8〔女性青少年政策室〕
 ○未来に広がる“やまがた”の農村女性支援事業費　3〔生産技術課〕
 　　女性農業者を対象としたe-ビジネス塾の開催、ＮＰＯの首都圏アンテナショップ活用による販路開拓支援
　　（新規）

 「やまがたふるさと塾」の展開 17 15 3 19  ○山形ふるさと塾形成事業費　17〔教育やまがた振興課〕 　　出前講座、発表機会の場の創設、普及啓発の実施（新規）

 食産業クラスター 68 54 8 62
 ○やまがた食産業クラスター推進体制運営費　17〔農政企画課〕
 ○やまがた食品産業高度化戦略推進事業費【新規】　2〔農政企画課〕
 　　商品の磨き上げによる売れる商品づくりのモデル的展開

 観光地域づくり 108 83 42 125

 ○大河ドラマによる地域づくり推進事業費【新規】　32〔観光振興課〕
 　　観光交流の活性化及びゆかりの地の広域連携を図り、多様な参画による人づくり、まちづくりを推進
 ○新潟ＤＣプレキャンペーン関連事業費【新規】　9〔観光振興課〕
 　　新潟・庄内の周遊ルート確立のための事業を展開

 団塊世代への新たなライフスタイルの提案 34 27 0 27  ○多様なライフスタイルの展開事業費　13〔政策企画課〕
 環境リサイクル産業の振興 91 80 1 81  ○循環型産業創出育成事業費　42〔循環型社会推進課〕

 若者対策 115 94 30 124

 ○若年者就職促進支援事業費　32〔雇用労政課〕
 　　若者就職支援センター山形プラザの新設、庄内地域サポートステーション事業の展開（新規）
 ○コロラド地球市民育成講座開設事業費【新規】　9〔県民文化課〕
 　　学生及び２０代社会人を対象に、米国コロラド州デンバー大学に講座を開設

 国際戦略・観光 85 87 9 96
 ○東アジア観光戦略推進事業費　23〔観光振興課〕
 ○東アジア新市場誘客促進事業費　16〔観光振興課〕
 　　東北観光推進機構と一体となったＰＲ、外国人観光客受入ＰＲ活動（新規）

 山形セレクションの展開 396 336 16 351

 ○アンテナショップ機能強化事業費　286〔産業政策課〕
 ○山形セレクション推進事業費　52〔商業経済交流課〕
 　　交通要所において山形セレクションブランドマークを掲出し、認知度向上を図る（新規）
 ○山形９７号ブランド化戦略推進事業費【新規】　9〔生産技術課〕
 　　山形９７号ブランド化戦略に基づき、県産米の評価向上を目指す

 まちの再生 27 20 0 20  ○中心市街地まちづくり活性化支援事業費　18〔商業経済交流課〕

 世界遺産登録・やまがた遺産 13 13 38 51

 ○近未来やまがた・世界遺産育成プロジェクト事業費　31〔教育やまがた振興課〕
 　　県民運動推進体制構築、プロジェクト情報発信、登録推薦書作成、学術的価値発信（新規）
 ○やまがた遺産（仮称）創出事業費　2〔政策企画課〕
 　　やまがた遺産（仮称）を積極的に活用するための推進協議会の設立に向けた検討（新規）

 結婚、出産、育児に至る総合的な子育て
 対策の充実 1,001 1,046 7 1,053

 ○特別保育事業費　357〔児童家庭課〕
 ○里親制度推進事業費【新規】　3〔児童家庭課〕
 　　里親制度の普及・促進を図るとともに、里親を育て支えていく体制の整備を図る
 ＜やまがた夢未来債のコスト削減分を活用したもの＞
 ◎少年非行率全国最小維持活動費【新規】　2〔警察本部〕
 　　少年補導員の高齢化を踏まえたボランティア育成・拡充、少年の規範意識を醸成するための少年参加活動
 　　の実施や各種教室の開催等

 医師確保、医療ネットワーク 221 156 16 171
 ○医師確保対策費　78〔健康福祉企画課〕
 ○医療連携体制・ネットワーク構築推進事業費【新規】　3〔健康福祉企画課〕
 　　第５次保健医療計画の重点項目の推進

 雪 対 策 21 7 0 8  ○雪対策総合推進事業費　7〔政策企画課〕

合　　計 2,248 2,054 177 2,231
 ※ 表示単位未満四捨五入の関係で合計と一致しない箇所がある。

 部局横断型の重要課題への対応
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予算額

　「総合政策推進予算」
　  ●　既存の部局の枠組みを超えて知恵を出し合う必要のある重要課題について、関係部局で連携しつつ、総合的に対処
　　  するための予算
　  ●　１９年度に引き続き１５の主要テーマにかかる事業が対象
　  ●　主要テーマの推進組織等を中心に、工程や指標を踏まえ、適切に事業の点検、検証、見直しを実施

19年度と同規模を確保


